
研究開発学校制度について

１．導入年

昭和５１年

２．趣 旨

現行の学習指導要領によらない教育課程の編成・実施を認める研究
開発学校を指定し、新しい教育課程、指導方法等についての研究開発
を行い、教育課程の基準の改善等に資する。

３．根拠法令

学校教育法施行規則第５５条等

４．指定期間

原則３年指定

５．予算措置（平成２３年度実績）

１件あたり平均２００万円程度

６．指定数（平成２３年度）

件 数： ６７件
学校数： １９９校

※ このうち、小中連携に関する取組を行っているものは、９件３４校

７．学習指導要領への反映例

・香川県坂出市
（小学校における「生活」の導入（昭和51年～53年））

・兵庫教育大学教育学部附属中
（「総合的な学習の時間」の導入（平成2年～4年））

・千葉県成田市
（小学校高学年における「外国語活動」の導入（平成15年～20年））

資料４
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教育課程特例校制度について

１．制度の概要

文部科学大臣が，学校教育法施行規則第５５条の２に基づき，学
校を指定し，学習指導要領等によらない教育課程を編成して実施す
ることを認める制度。

平成１５年度より，「構造改革特別区域研究開発学校」制度と
して始まり，平成２０年度より，「教育課程特例校」制度として
手続きを簡素化する等している。

２．指定の要件

学校教育法施行規則第５５条の２及び関係告示（学校教育法施行
規則第５５条の２の規定に基づき同令の規定によらないで教育課程
を編成することができる場合を定める件（平成２０年文部科学省告
示第３０号））において，指定の要件を以下のとおり定めている。

○ 学習指導要領等において全ての児童又は生徒に履修させる内容
として定められている内容事項が，特別の教育課程において適切
に取り扱われていること。

○ 総授業時数が確保されていること。
○ 児童又は生徒の発達の段階並びに各教科等の特性に応じた内容

の系統性及び体系性に配慮がなされていること。
○ 保護者への経済的負担への配慮その他の義務教育における機会

均等の観点から適切な配慮がなされていること。
○ 児童又は生徒の転出入に対する配慮等の教育上必要な配慮がな

されていること。

３．指定の状況（平成２３年４月１日現在）

○ 指定件数 １８０件（１６０件（平成２２年４月１日））

○ 指定学校数 ２，５１１校（２,４７０校（平成２２年４月１日））

（国立６校，公立２，４７８校，私立２７校）

※ このうち、独自の教科の新設等による小中連携を推進する取組の数は、３２件

７７８校
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＜ 関 係 法 令 ＞

○教育基本法（平成18年12月22日法律第120号）（抄）

第５条 国民は、その保護する子に、別に法律で定めるところにより、普通教育を受けさせ

る義務を負う。

２ 義務教育として行われる普通教育は、各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自

立的に生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質

を養うことを目的として行われるものとする。

３ 国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保障し、その水準を確保するため、適切な役

割分担及び相互の協力の下、その実施に責任を負う。

４ 国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については、授業料を徴収しない。

○学校教育法（昭和22年3月31日法律第26号）（抄）

第21条 義務教育として行われる普通教育は、教育基本法（平成18年法律第120号）第５条

第２項に規定する目的を実現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとす

る。

一 学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正

な判断力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する

態度を養うこと。

二 学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の

保全に寄与する態度を養うこと。

三 我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊重し、それ

らをはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進んで外国の文化の理

解を通じて、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

四 家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎

的な理解と技能を養うこと。

五 読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこ

と。

六 生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養うこと。

七 生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理す

る基礎的な能力を養うこと。

八 健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養

い、心身の調和的発達を図ること。

九 生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能

を養うこと。

十 職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進

路を選択する能力を養うこと。
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第29条 小学校は、心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教育のうち基礎的な

ものを施すことを目的とする。

第30条 小学校における教育は、前条に規定する目的を実現するために必要な程度において

第21条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

２ 前項の場合においては、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知識及

び技能を習得させるとともに、これらを活用して課題を解決するために必要な思考力、判

断力、表現力その他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態度を養うことに、特に

意を用いなければならない。

第45条 中学校は、小学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じて、義務教育とし

て行われる普通教育を施すことを目的とする。

第46条 中学校における教育は、前条に規定する目的を実現するため、第21条各号に掲げる

目標を達成するよう行われるものとする。

第49条 第30第２項、第31条、第34条、第35条及び第37条から第44条までの規定は、中学校

に準用する。この場合において、第30条第２項中「前項」とあるのは「第46条」と、第31

条中「前条第１項」とあるのは「第46条」と読み替えるものとする。

○学校教育法施行規則（昭和22年5月23日文部省令第11号）（抄）

※ 平成24年4月1日施行予定の改正内容を反映した形で記載。

第50条 小学校の教育課程は、国語、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭及び

体育の各教科（以下この節において「各教科」という。）、道徳、外国語活動、総合的な学

習の時間並びに特別活動によつて編成するものとする。

２ 私立の小学校の教育課程を編成する場合は、前項の規定にかかわらず、宗教を加えるこ

とができる。この場合においては、宗教をもつて前項の道徳に代えることができる。

第51条 小学校の各学年における各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間及び特別

活動のそれぞれの授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は、別表第１に定め

る授業時数を標準とする。

第52条 小学校の教育課程については、この節に定めるもののほか、教育課程の基準として

文部科学大臣が別に公示する小学校学習指導要領によるものとする。

第55条 小学校の教育課程に関し、その改善に資する研究を行うため特に必要があり、かつ、

児童の教育上適切な配慮がなされていると文部科学大臣が認める場合においては、文部科

学大臣が別に定めるところにより、第50条第１項、第51条又は第52条の規定によらないこ

とができる。
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第55条の２ 文部科学大臣が、小学校において、当該小学校又は当該小学校が設置されてい

る地域の実態に照らし、より効果的な教育を実施するため、当該小学校又は当該地域の特

色を生かした特別の教育課程を編成して教育を実施する必要があり、かつ、当該特別の教

育課程について、教育基本法（平成18年法律第120号）及び学校教育法第30条第１項の規

定等に照らして適切であり、児童の教育上適切な配慮がなされているものとして文部科学

大臣が定める基準を満たしていると認める場合においては、文部科学大臣が別に定めると

ころにより、第50条第１項、第51条又は第52条の規定の全部又は一部によらないことがで

きる。

第72条 中学校の教育課程は、国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、技術・家

庭及び外国語の各教科（以下本章及び第７章中「各教科」という。）、道徳、総合的な学習

の時間並びに特別活動によつて編成するものとする。

第73条 中学校（併設型中学校及び第75条第２項に規定する連携型中学校を除く。）の各学

年における各教科、道徳、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授業時数並びに

各学年におけるこれらの総授業時数は、別表第２に定める授業時数を標準とする。

第74条 中学校の教育課程については、この章に定めるもののほか、教育課程の基準として

文部科学大臣が別に公示する中学校学習指導要領によるものとする。

第79条 第41条から第49条まで、第50条第２項、第54条から第68条までの規定は、中学校に

準用する。この場合において、第42条中「５学級」とあるのは「２学級」と、第55条から

第56条までの規定中「第50条第１項、第51条又は第52条」とあるのは「第72条、第73条（併

設型中学校にあつては第117条において準用する第107条、連携型中学校にあつては第76条）

又は第74条」と、第55条の２中「第30条第１項」とあるのは「第46条」と読み替えるもの

とする。
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別表第１（第51条関係）

区分 第1学年 第2学年 第3学年 第4学年 第5学年 第6学年

各教科の授業時数 国語 306 315 245 245 175 175

社会 70 90 100 105

算数 136 175 175 175 175 175

理科 90 105 105 105

生活 102 105

音楽 68 70 60 60 50 50

図画工作 68 70 60 60 50 50

家庭 60 55

体育 102 105 105 105 90 90

道徳の授業時数 34 35 35 35 35 35

外国語活動の授業時数 35 35

総合的な学習の時間の授業時数 70 70 70 70

特別活動の授業時数 34 35 35 35 35 35

総授業時数 850 910 945 980 980 980

備考
一 この表の授業時数の一単位時間は、45分とする。
二 特別活動の授業時数は、小学校学習指導要領で定める学級活動（学校給食に係るもの
を除く。）に充てるものとする。

三 第50条第２項の場合において、道徳のほかに宗教を加えるときは、宗教の授業時数を
もつてこの表の道徳の授業時数の一部に代えることができる。（別表第２及び別表第４
の場合においても同様とする。）

別表第２（第73条関係）

区分 第１学年 第２学年 第３学年

各教科の授業時数 国語 140 140 105

社会 105 105 140

数学 140 105 140

理科 105 140 140

音楽 45 35 35

美術 45 35 35

保健体育 105 105 105

技術・家庭 70 70 35

外国語 140 140 140

道徳の授業時数 35 35 35

総合的な学習の時間の授業時数 50 70 70

特別活動の授業時数 35 35 35

総授業時数 1015 1015 1015

備考

一 この表の授業時数の一単位時間は、50分とする。
二 特別活動の授業時数は、中学校学習指導要領で定める学級活動（学校給食に係るも

のを除く。）に充てるものとする。
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